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資 本 金

支 店

営 業 所

本 社

事業の目的

設 立

－　１　－

会 社 の 概 要

昭和２４年１１月２９日
６億１，１００万円
１．電気通信工事

４．測　　　　量

９．鋼構造物工事

２．電 気 工 事
３．土 木 工 事

５．塗 装 工 事
６．ほ 装 工 事
７．管 工 事
８．造 園 工 事

〒９２０－０９１２　金沢市大手町２番３号
ＴＥＬ　（０７６）　２２１－６１１６　（代表）
富山支店
〒９３１－８３１３　富山市豊田町１丁目４番２２号
ＴＥＬ　（０７６）　４４１－４２１１　（代表）
福井支店
〒９１８－８００３　福井市毛矢３丁目７番８号
ＴＥＬ　（０７７６）　３６－５６３０　（代表）
東京支店
〒１０５－０００３　東京都港区西新橋２丁目８番１７号　平家ビル３F
ＴＥＬ　（０３）　３５００－３７５７　（代表）
関西営業所
〒５５６－００１３　大阪市浪速区戎本町２丁目９番３号
ＴＥＬ　（０６）　６６３３－４３８４　（代表）
新潟営業所

ＴＥＬ　（０２５）　２６９－４１３０　（代表）

１０．とび・土工・コンクリート工事
１１．警備保障業務
１２．コンピューター及びその関連機器による情報処理業務
１３．前各号に関する設計・監理、コンサルティング並びに機材、

機器の販売及び保守
１４．貨物運送取扱事業
１５．労働者派遣事業
１６．前各号に附帯又は関連する一切の事業

〒９５０－２０６４　新潟市西区寺尾西２丁目１０番３０号

（平成２４年３月３１日現在）
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株主の皆様へ

代表取締役社長

　平素は当社の事業運営につきまして格別のご支援を賜り

厚くお礼申しあげます。

ご報告申しあげます。

了いたしましたので、ここにその事業の概況につきまして、

森　　泰夫

成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）　事業年度を終

　さて、当社は、平成２４年３月３１日をもって、第６５期　（平

平成２４年６月
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企業集団の現況

増 減 率
　△３．３％
　△４．６％
△２９．８％

項 目
受 注 工 事 高
完 成 工 事 高
営 業 利 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益

前 期

１２，４６９
　　　３３３

当 期
１２，５２５

　　　２６８

１３，０７２
　　　４７５
　　　５３０

１２，９６５
増 減 額

△６０２
△１４１

△４４０

△１５５
△１２７

△２９．３％
△４７．５％

不安、欧州での債務問題、円高等により停滞しましたが、最近になり持ち直しに向か

　情報通信分野においては、当社グループの主要な取引先である西日本電信電話株式

ましたが、官公庁・民需工事では景気の悪化と競争激化のなか、自治体発注工事や移
　完成工事高は、NTT工事ではフレッツ光のエリア拡大に伴う工事の増加があり

　利益面につきましては、当社グループとして生産性の向上およびコスト改善施策等

（通信建設事業）

（情報システム事業）

　フレッツ光ネクストのエリア拡大に伴うケーブル工事は順調でしたが、大型光ケー

の６割近くを占める主流のサービスとなり、増加傾向が続いております。
契約数は３，７７０万となり、　そのうち光ファイバーは前年同期比２１３万増の２，１８９万で、　全体
スト」　の提供エリアを拡大されつつあり、　平成２３年１２月末での全国のブロードバンドサービス
会社　（NTT西日本）　におかれましては次世代ネットワーク・サービスである　「フレッツ光ネク

　なお、セグメント別の概況は、次のとおりであります。

ブル工事や電線共同溝工事、新幹線支障移転工事が減少し、受注工事高は１１６億３千
３百万円　（前期比５．１％減）、完成工事高は１１５億８千９百万円　（前期比６．２％減）　とな
りました。

となりました。
８億９千２百万円　（前期比２６．１％増）、完成工事高は８億８千万円　（前期比２３．７％増）
　NTT関連企業からのソフトウェア開発の受注が増加したことから、受注工事高は

　このような状況のなかで当社グループの受注工事高については、情報システム関連
のソフトウェア開発受注が好調に推移しましたが、移動体基地局や地中化工事等の減
少が大きく、また、NTT工事では開局エリア以外での光ケーブル工事の受注が減少
したことから、１２５億２千５百万円　（前期比３．３％減）　となりました。

動体基地局工事の減少等により、　１２４億６千９百万円　（前期比４．６％減）　となりました。　

　当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響やアフリカ諸国の政情

（単位：百万円）

　　　３７４
　　　１４１

状況が続いております。
いつつあるものの依然として横這い傾向が続き、企業を取り巻く経営環境は厳しい

を継続的に実施しておりますが、完成工事高の減少と子会社業績が前期を下回ったこ

百万円（前期比２９．３％減）、当期純利益は１億４千１百万円　（前期比４７．５％減）　となり
ました。

とにより、営業利益は３億３千３百万円　（前期比２９．８％減）、経常利益は３億７千４

１．　事業の経過およびその成果
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増 減 率

通信建設事業

項 目
受注工事高
完成工事高
受注工事高
完成工事高

前 期当 期

　　　８８０

１１，６３３
１１，５８９
　　　８９２

　　　７１１

１２，２５８
１２，３６０
　　　７０６

増 減 額

　２３．７％

△５．１％
△６．２％
　２６．１％

　１６８

△６２５
△７７１
　１８５

情報システム事業

ものはIT関連機器の購入および車両の更改等であります。
　なお、これらの設備投資に必要な資金は自己資金によりまかなっております。

　当連結会計年度中に実施しました設備投資の総額は１億５千１百万円で、その主な

　当社グループの主たる事業領域である情報通信分野を展望すると、昨今のスマート
フォンの台頭を始めとして、お客様ニーズの多様化・高度化により市場環境が年々大
きく変化しております。

ロードバンド・ユビキタスネットワーク環境を実現することで、新たな情報流通社会
の発展が期待されるところであります。
　地域通信市場においても、ブロードバンドによるユビキタスネットワーク社会の形
成に向けたフルIPネットワーク基盤の構築が進展しており、光化・IP化への円滑な移
行に併せ、移動通信と固定通信および通信と放送の融合等、情報通信技術　（ICT）　を

なサービスを提供できるオープンな次世代ネットワーク　（NGN）　の提供により、ブ
　このような状況のなか、NTT西日本におかれましては、光の特性を活かした多彩

活用した多様なサービスの展開が進行し、新規ユーザー獲得とシェア拡大に向けた通
信事業者間の競争は一段と熾烈なものとなっております。

　官公庁や民需市場においては、厳しい競争環境のなか、環境ビジネスにも注視しつ

大きな首都圏で引き続き新たな市場開拓を図ることといたします。
つICTで課題解決を図る企画提案型ソリューション営業の積極的展開と、市場規模の

　また、従来から取組んできた経営課題である”経営の質を高める”ことを全社的に加
速させるため、各部門の業務遂行を品質管理面および原価管理面の双方から見直すと

　なお、当社グループにおいても団塊の世代が順次定年を迎えており、満６０歳以降の
継続雇用制度の活用を図りながら、新規学卒者の継続的採用と計画的育成により、新

ベンダ資格の取得推進を図ります。
旧の技術継承を円滑に行っていくとともに、NTT技術者資格、上級の公的資格や

　更に当社では、激変する情報通信分野における競争と変化に対応できる安定した経
営基盤を確立することはもとより、企業の社会的責任を果たすためにコンプライアン

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い

働安全衛生マネジメントシステム　（OHSAS１８００１）　および情報セキュリティマネジ
ス　（法令遵守）　の徹底を図るとともに、品質マネジメントシステム　（ISO９００１）　と労

良質なサービスの提供を通して、「株主」　「お客様」　「お取引先」　等から信頼され、発
展し続ける企業グループを目指してまいります。

メントシステム　（ISO２７００１）　の統合マネジメントシステム　（IMS）　の活用により、

　このような情勢から、当社グループにおきましては安全・品質管理を基本として、

向けて更なる体制の充実・強化を図ります。

NTT・通建会社トータルでのビジネスプロセス改革やシステム化を推進することに
より、一層の生産性向上を目指すとともに、NTT設備のアクセス保守業務の拡大に

（単位：百万円）

申しあげます。

ともに、厳しい経営環境に耐え得る企業体質への改善に努めることといたします。

３．　対処すべき課題

２．　設備投資および資金調達の状況
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１０，０００

０

５，０００

２０，０００

１５，０００

０

８，０００
６，０００

２，０００
０

４，０００

１０，０００
１２，０００

財産および損益の状況の推移

百万円 　純資産
　総資産

（当期）

（当期）

百万円
　受注工事高
　完成工事高

７００，０００
６００，０００
５００，０００
４００，０００
３００，０００
２００，０００
１００，０００

　経常利益
　当期純利益

（当期）

４０

３５

３０

２５

２０

１５

円

受注工事高および完成工事高

経常利益および当期純利益

総資産および純資産

１株当たり当期純利益

〈連結〉

千円

１３，６２３１３，５２５

（当期）

３３３，４７９

１９５，７３９

２２．３５

９，９６５

４，９３７

１２，４９１１３，２２２

４１８，５６１

２３１，９４１

２７．６３

１０，１１４

５，１３３

１２，９６５１３，０７２

５３０，２８４

２６８，８８５

３２．０４

１０，０４９

５，３６３

第６２期 第６３期 第６４期 第６５期

第６２期 第６３期 第６４期 第６５期

第６２期 第６３期 第６４期 第６５期

第６２期 第６３期 第６４期 第６５期

１２，５２５１２，４６９

３７４，８１４

１４１，１４４

１６．５４

９，８４８

５，４００



１５

１０

２５

２０

３０

３５

８，０００
６，０００

２，０００
０

４，０００

１０，０００
１２，０００
百万円 　純資産

　総資産

円

１０，０００

０

５，０００

２０，０００

１５，０００

０

（当期）

千円

（当期）

百万円
　受注工事高
　完成工事高

５００，０００

４００，０００

３００，０００

２００，０００

１００，０００

　経常利益
　当期純利益

（当期）

（当期）

－　６　－

総資産および純資産

受注工事高および完成工事高

１株当たり当期純利益

経常利益および当期純利益

〈個別〉

１３，１１０１２，９１０

３４５，１８１

１９２，６６２

２１．９５

９，３７８

４，５９６

３０４，４１９

１７０，６８９

２０．２９

９，３２３

４，７０３

１１，９２１１２，６０６ １２，４２１１２，５１１

３８０，１３７

１９０，８６４

２２．６８

９，２３４

４，８３２

第６２期 第６３期 第６４期 第６５期

第６２期 第６３期 第６４期 第６５期

第６２期 第６３期 第６４期 第６５期

第６２期 第６３期 第６４期 第６５期

１０．９４

１１，８９９１１，９２３

３３９，８７７

９３，３７５

９，１０８

４，８９３
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従業員の状況

女 性
男 性

合計又は平均

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平均勤続年数平 均 年 齢

従業員数 前期末比増減

会社の概況
1.　重要な子会社の状況

2.　主要な事業内容

3.　主要な営業所

②当社の従業員の状況

①企業集団の従業員の状況

（注）　従業員数には、臨時従業員は含まれておりません。

（注）　従業員数には、臨時従業員は含まれておりません。

出 資 比 率

４８．５
４０．０

１００．０
１００．０

富 山 土 木 株 式 会 社
北陸チノール株式会社
トヤマ電話工事株式会社
加越電話工事株式会社
第二電話工事株式会社
金沢電話工事株式会社

会 社 名 資 本 金

２０

５０
４０

１０
１５

土 木 設 備 施 工
土 木 設 備 施 工

主 要 な 事 業 内 容

区 分 主 要 な 事 業 内 容
ケーブル設備、土木設備、ネットワーク設備等の電気
通信設備工事、その他建設工事全般の設計・施工・保
守および附帯する事業

ワークの設計・施工・保守および附帯する事業
業務用アプリケーションや通信ソフト開発、ネット情 報 シ ス テ ム 事 業

通 信 建 設 事 業

ケーブル設備施工
ケーブル設備施工
ケーブル設備施工
ケーブル設備施工

金沢電話工事株式会社
第二電話工事株式会社
加越電話工事株式会社
トヤマ電話工事株式会社
北陸チノール株式会社
富山土木株式会社

名 称所 在 地

東京都港区

新潟県新潟市
大阪府大阪市

福井県福井市
富山県富山市
石川県金沢市

富山県富山市

富山県富山市
石川県金沢市

石川県金沢市
石川県金沢市

富山県高岡市

所 在 地
②子会社

新潟営業所
関西営業所
東 京 支 店
福 井 支 店
富 山 支 店
本 社
名 称

①当社

より当社の完全子会社となりました。

気通信設備工事請負業者として電気通信設備工事競争参加資格を受けております。
　当社は、西日本電信電話株式会社およびエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社の電

　　　２．平成２３年７月１日付で、トヤマ電話工事株式会社は利益剰余金の資本組入による１０百万円

２０

１００．０

１００．０

６７１名 ２１名減

百万円 ％

歳 年名 名４２４
４８
４７２

４５．４
４４．７
４５．３ １９．３

２０．４
１９．１１８減

５減
２３減

（注）　１．平成２３年５月１日付で、金沢電話工事株式会社とトヤマ電話工事株式会社は株式交換に

の増資を行い、資本金が２０百万円となりました。



株式の状況

－　８　－

■大株主

所有者別 所有数別

■株式の分布状況

２１，６００，０００株

３．上位第１０位に当たる株主が２名のため大株主は１１名記載しております。

③　株主数
②　発行済株式の総数
①　発行可能株式総数

８，５４５，８１７株
６９９名

（自己株式４２３，１４３株を除く。）

２．持株比率は自己株式　（４２３，１４３株）　を控除して計算しております。

その他

個人

４．７％

６１．７％

金融機関
１６．７％

一般法人
１６．７％

５００，０００株以上
１，０００，０００株未満

１００，０００株以上
５００，０００株未満

５０，０００株以上
１００，０００株未満

１０，０００株以上
５０，０００株未満

５，０００株以上
１０，０００株未満

１，０００，０００株以上

５，０００株未満

０．１％

７９．３％

０．２％
１．４％ ０．２％

７．３％

１１．１％

株 ％３，０３３，８３５

７１８，７４０

６０１，９５３

４０９，７００

３９９，３００

３７６，２００

２９４，１５１

１３４，１００

１３３，０００

１１０，０００

１１０，０００

３５．５０

８．４１

７．０４

４．７９

４．６７

４．４０

３．４４

１．５６

１．５５

１．２８

１．２８

持 株 数 持 株 比 率株 主 名

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）

共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社

日 本 電 通 株 式 会 社

北 国 総 合 リ ー ス 株 式 会 社

日 本 コ ム シ ス 株 式 会 社

株 式 会 社 北 陸 銀 行

株 式 会 社 福 井 銀 行

株 式 会 社 北 國 銀 行

北 陸 電 話 工 事 従 業 員 持 株 会

日 本 電 話 施 設 株 式 会 社

大 西 實 枝

（注）　１．当社は、自己株式　（４２３，１４３株）　を所有しておりますが、上記の大株主からは除いております。



－　９　－

（単位：千円）

科 目 当 期 科 目

連結計算書類

■連結貸借対照表

（負債の部）（資産の部）

（純資産の部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金

貸 倒 引 当 金

繰延税金資産

有 価 証 券

固 定 資 産

有 形 固定資産

建物・構築物

機械・運搬具

工具器具・備品

土 地

無 形 固定資産

投資その他の資産

ソフトウェア

長 期 貸 付 金

投資有価証券

資 産 合 計

負 の の れ ん

役員退職慰労引当金

退職給付引当金

長 期 借 入 金

短 期 借 入 金

完成工事補償引当金

賞 与 引 当 金

未払法人税等

工 事 未 払 金

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負債純資産合計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

そ の 他

そ の 他

繰延税金資産

そ の 他

そ の 他

材 料 貯 蔵 品

未成工事支出金

前 期 当 期 前 期

その他の包括利益累計額

そ の 他

貸 倒 引 当 金 △２，５５４－

１１６，８７８

10,049,267

２０，８０９

１，０６６，１２４

４，８３０

４３２，２７４

１，５２１，４８４

３，４７１

６，８２４

１０，２９５

１，１２５，２３４

５４，４６３

４８４，４６６

１，７８１，０４３

3,312,823

△５，３２７

２１７，００２

１０７，６５７

４４，０２５

４２，６６８

５５５，０１１

３，２６７，５４８

２，５０７，８５７

6,736,444

平成２４年３月３１日現在 平成２３年３月３１日現在 平成２３年３月３１日現在平成２４年３月３１日現在

工事損失引当金

10,049,267

5,363,400

109,067

△２８，０１４

△28,014

△１２３，７１１

４，４６８，８５９

３２６，２００

６１１，０００

5,282,347

4,685,867

１１，６８７

２４，６７８

２５９，９３１

２，３９３，２６３

１２，３０４

2,701,866

６６６，２９０

９，７９３

２３０，６０７

６１，５６８

２１，４９６

９９４，２４５

1,984,000

－

－長 期 未 払 金

6,710,458

２，９０５，６５２

２，９６０，０５０

５５５，４９４

３６，７２５

４６，５２７

８４，５７２

１２６，００５

△４，５６９

3,137,697

１，７６５，２５６

４６０，８２４

１１９，１８９

６１，４９７

１，１２３，７４４

１１，２９２

７，８２１

３，４７１

１，３６１，１４８

４４０，４２２

３，００７

８９８，０６０

１９，６５８

9,848,155

2,020,669

９９８，５５５

８，４９６

３９，１０２

１９１，９３８

９，２８２

２，１９１

７７１，１０４

2,427,326

３，８０８

１，９２３，１８１

２４５，５５３

２２，１３０

２２１，３１０

１１，３４１

4,447,996

5,392,981

６１１，０００

３２９，３６４

４，５４２，８８０

△９０，２６３

△27,154

△２７，１５４

34,332

5,400,159

9,848,155



－　１０　－

（単位：千円）

科 目

■連結損益計算書

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税金等調整前当期純利益

完 成 工 事 総 利 益

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 高

持分法による投資利益

そ の 他
支 払 利 息

受 取 地 代 家 賃

そ の 他

営 業 利 益

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税、住民税及び事業税

貸 倒 引 当 金 戻 入 額
そ の 他

当 期 前 期

受 取 利 息 及 び 配 当 金

少数株主損益調整前当期純利益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額

１０，０１７
８，９８９

１６，８１７
１９，８８９

８３０
３，２７２

２，４１６

８８３
１５１

１，３９２
５１，４１３

３，１６２

13,072,033

11,228,447

1,843,586
1,368,509
475,076

96,208
94,545

18,640

３，５９７

530,284

５１３

478,280

287,526

268,885

保 険 返 戻 金

4,103

59,311

3,964

55,968
－

平成２２年４月１日から
平成２３年３月３１日まで

平成２３年４月１日から
平成２４年３月３１日まで

－

－

－

負 の の れ ん 発 生 益

－

退 職 給 付 制 度 改 定 損

12,469,659

10,783,335

1,686,324
1,353,177
333,146
45,359

3,690

１０，３３５
９，９７９
５，０００

２０，０４３

５４９
３，１４０
374,814
51,538
２６，３４９
２５７

２４，９３１
－

40,817

－

－

１９
１１，１７４

２９，６２３

385,536
74,591
186,951
123,993
△17,150
141,144

少 数 株 主 利 益（△損失）



－　１１　－

（単位：千円）

■
（単位：千円）

現金及び現金同等物の期末残高

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の増加・減少（△）額

■ （ ）連結株主資本等変動計算書

前期当期

連結キャッシュ・フロー計算書

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

純資産少数株主

剰余金剰余金
株主資本

自己株式資本金

株主資本

資 本 利 益
合 計 評価差額金

その他有価証券 持 分 合 計

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

連結会計年度中の変動額

－

－

自己株式の取得

自己株式の処分

その他の包括利益累計額

平成２３年４月１日残高

平成２４年３月３１日残高

△６７，１２３ △６７，１２３ △６７，１２３

６１１，０００ ３２６，２００４，４６８，８５９△１２３，７１１５，２８２，３４７ １０９，０６７５，３６３，４００

△４８４ △４８４ △４８４

△２８，０１４

３３，９３２ ３０，７８１ ３０，７８１

６，３１５６，３１５６，３１５

８６０△７４，７３４△７３，８７４

３，１６４ ８６０△７４，７３４３３，４４７

△３，１５１

６１１，０００ ３２９，３６４ △９０，２６３ △２７，１５４ ３４，３３２

株式交換による増加

１４１，１４４ １４１，１４４ １４１，１４４

３６，７５９１１０，６３３７４，０２１

４，５４２，８８０ ５，３９２，９８１ ５，４００，１５９

平成２３年４月１日から
平成２４年３月３１日まで

平成２２年４月１日から
平成２３年３月３１日まで

平成２３年４月１日から
平成２４年３月３１日まで

５６９，３９１

△７５，４６４

７４４，９０７

２，２０７，７１１

２，９５２，６１８

２５０，９７９

６０６，６９８

△１２８，３３９

△８７，２８３

３９１，０７５

２，９５２，６１８

３，３４３，６９４



－　１２　－

連結注記表

北陸チノール株式会社、富山土木株式会社

北陸電通輸送株式会社

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

建物及び構築物　　　７～５０年
機械装置及び運搬具　２～７年

ております。

ます。

上しております。

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
　（　）１　連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数　　　　６社

　（　）２　持分法の適用に関する事項

　（　）３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　（　）４　会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．その他有価証券

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

ロ．たな卸資産

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

ロ．無形固定資産

③　重要な引当金の計上基準

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

加越電話工事株式会社、トヤマ電話工事株式会社、

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

ります。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数　（１０年）　による按分額を費用処理してお
ります。

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
平均残存勤務期間以内の一定の年数　（１０年）　による按分額
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の

・時価のあるもの　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法　（評価差額は

・時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

・未成工事支出金　　　　個別法による原価法
・材料貯蔵品　　　　　　先入先出法による原価法　（貸借対照表価額は収益性の低下

イ．有形固定資産　　　　　定率法によっております。

イ．貸倒引当金　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一

ロ．賞与引当金　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の

ハ．完成工事補償引当金　　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物　（建物附属
設備を除く）　は定額法によっております。

より算定しております。）

に基づく簿価切下げの方法によっております。）

連結子会社の状況

持分法を適用した関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　光道路株式会社、北陸通信資材株式会社、

・主要な連結子会社の名称　金沢電話工事株式会社、第二電話工事株式会社、

・自社利用のソフトウェア　　社内における利用可能期間　（５年）　に基づく定額法によっ

・持分法適用の関連会社数　３社

ホ．退職給付引当金　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
額を計上しております。

末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額
を合理的に見積もることができる工事について、損失見込

ニ．工事損失引当金　　　　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度

（追加情報）

１号　平成１４年１月３１日）　を適用しております。

しております。
本移行に伴う影響額は、特別損失として２９，６２３千円を計上

度間の移行等に関する会計処理」　（企業会計基準適用指針第
出年金制度へ移行しました。この移行に伴い、「退職給付制
適格退職年金制度を廃止し、退職給付制度の一部を確定拠
当社は、平成２３年１０月１日付で退職給付制度の改定を行い、



－　１３　－

⑤　負ののれんの償却に関する事項

行っております。
　平成２２年３月３１日以前に発生した負ののれんの償却については、２０年間の均等償却を

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

－ －

決 議 株式の種類 基 準 日 効力発生日配 当 金 の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円）

建物・構築物
土地
計
短期借入金
長期借入金
計

普通株式 ８，９６８，９６０ ８，９６８，９６０

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数 の 株 式 数

当連結会計年度末株式の種類

普通株式

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数 の 株 式 数

当連結会計年度末株式の種類

普通株式 ８定時株主総会

なるもの

利益剰余金
８円

２．連結貸借対照表に関する注記

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

①　配当金支払額

・配当金の総額
・配当の原資
・１株当たり配当額
・基準日
・効力発生日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

事項を次のとおり付議いたします。

１０，２０７千円
８３，９８５千円
９４，１９２千円
６，０００千円
１，５００千円
７，５００千円

１，９７２，９１３千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

受取手形割引高
受取手形裏書譲渡高

９，８８０千円
２９，４６５千円

３．連結損益計算書に関する注記
３，３１３，０３８千円

２，１９１千円
４３，３０５千円

５７０，４５２ １，８６１ １４６，３２０ ４２５，９９３
（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

却２０，０００株による持分割合９，０２０株の減少であります。
株式交換による減少１３７，３００株と、北陸チノール株式会社及び富山土木株式会社の親会社株式売
自己株式の数の減少は、金沢電話工事株式会社及びトヤマ電話工事株式会社を完全子会社とする

平成２３年６月２９日 ６７，１２３ 平成２３年３月３１日 平成２３年６月３０日

平成２４年６月２８日開催予定の第６５回定時株主総会において、普通株式の配当に関する

６８，３６６千円

平成２４年３月３１日
平成２４年６月２９日

　（　）３　研究開発費の総額
　（　）２　売上原価のうち工事損失引当金繰入額
　（　）１　工事進行基準による完成工事高

　（　）３　手形割引高及び裏書譲渡高

　（　）３　剰余金の配当に関する事項

　（　）２　自己株式の数に関する事項

　（　）１　発行済株式の総数に関する事項

　（　）２　有形固定資産の減価償却累計額

　（　）１　担保に供している資産及び担保に係る債務

消費税等の会計処理　　　消費税等に相当する額の会計処理は、　税抜方式によっております。

期末要支給額を計上しております。

完成工事高及び完成工事原価の計上基準
④　重要な収益及び費用の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が
認められる工事については工事進行基準　（工事の進捗度の
見積りは原価比例法による）　を、その他については工事完
成基準を適用しております。

ヘ．役員退職慰労引当金　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、会社内規に基づく

当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
期 首 の 株 式 数



－　１４　－

③有価証券及び投資有価証券
資産計

負債計

－
－
－
－

（注２）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

②長期借入金

①工事未払金

負債

③有価証券及び投資有価証券

資産
（注１）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

非上場株式

から「③有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

割り引いた現在価値により算定しております。
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

区 分

①　金融商品に対する取組方針

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
行っておらず、また投機的な取引は行わない方針であります。

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

ロ．市場リスク　（為替や金利等の変動リスク）　の管理

イ．信用リスク　（取引先の契約不履行等に係るリスク）　の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると
ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

ております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、連結子会社にお
当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金　（主に銀行借入）　を調達し

いて必要に応じ運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ取引は

（＊）　長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

当該帳簿価額によっております。

当該帳簿価額によっております。

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

②受取手形・完成工事未収入金
①現金預金

①現金預金、②受取手形・完成工事未収入金

７７，２８１
連結貸借対照表計上額　（千円）

　（千円）連結貸借対照表計上額 差　額　（千円）時　　価　（千円）

　（　）１　金融商品の状況に関する事項

　（　）２　金融商品の時価等に関する事項

５．金融商品に関する注記

８０

２，９０５，６５２
２，９６０，０５０
８１９，７１３
６，６８５，４１６

２，９０５，６５２
２，９６０，０５０
８１９，７１３
６，６８５，４１６

価格の変動リスクに晒されております。
有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場

営業債務である工事未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

についても、当社の与信管理要領に準じて、同様の管理を行っております。
財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社
引先の状況をモニタリングし、取引先相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、
当社は、営業管理手順の与信管理要領に従い、本支店・事業本部の営業部が主要な取

おります。
状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直して
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体　（取引先企業）　の財務

ハ．資金調達に係る流動性リスク　（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）　の管理

①工事未払金
②長期借入金（＊）

－
８０

９９８，５５５
１２，３０４

９９８，５５５
１２，３８４

③長期未払金
これらの時価は、確定拠出年金移行時未払金であり、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、公社債投資信託は短期間
で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。なお、関連会社の株式９８，９２１千円は含まれておりません。

２２１，３１０ ２２１，３１０ －長期未払金③

借入金は、連結子会社の運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動
リスクに晒されております。

１，２３２，１６９ １，２３２，２５０



－　１５　－

しておりません。

①１株当たり純資産額
②１株当たり当期純利益
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

６．１株当たり情報に関する注記

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

変更により、繰延税金資産の金額　（繰延税金負債の金額を控除した金額）　は１０１，９９６千
円減少し、法人税等調整額は９９，８５３千円増加しております。

する法律」　（平成２３年法律第１１４号）　及び　「東日本大震災からの復興のための施策を実
施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」　（平成２３年法律第１１７号）　が平成
２３年１２月２日に公布され、平成２４年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税
率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰
延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の４０．５％から、平
成２４年４月１日に開始する連結会計年度から平成２６年４月１日に開始する連結会計年
度に解消が見込まれる一時差異については３７．８％に、平成２７年４月１日に開始する連
結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については３５．４％となります。この税率

６２８円０９銭
　１６円５４銭

７．その他の注記
◯１　会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用
　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会
計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」　（企業会計基準第２４号　平成２１年１２月４
日）　及び　「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」　（企業会計基準
適用指針第２４号　平成２１年１２月４日）　を適用しております。

金戻入額」　は、「営業外収益」　に計上しておりますが、前連結会計年度については遡及
処理を行っておりません。

　なお、「金融商品会計に関する実務指針」　（日本公認会計士協会会計制度委員会報告
第１４号）　に基づき、当連結会計年度の　「貸倒引当金戻入額」　及び　「完成工事補償引当

◯２　法人税率の変更等による影響に関する注記



（単位：千円）

科 目

■

個別計算書類

貸借対照表

科 目

（純資産の部）

（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

有 価 証 券

未成工事支出金

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰延税金資産

そ の 他

固 定 資 産

有形固定資産

建物・構築物

土 地

機械・運搬具

工具器具・備品

無形固定資産

ソフトウェア

そ の 他

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

繰延税金資産

そ の 他

資 産 合 計

流 動 負 債
工 事 未 払 金

固 定 負 債

未 払 金

完成工事補償引当金
そ の 他

未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
預 り 金
賞 与 引 当 金

退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金

別 途 積 立 金
固定資産圧縮積立金

繰越利益剰余金
自 己 株 式
評価・換算差額等

純 資 産 合 計
負債純資産合計

その他有価証券評価差額金

当 期 前 期 当 期 前 期

－　１６　－

そ の 他

３３６，４５１

△２，５５４
9,234,541

１１０，９７７

１，０１１，５５９

１７，５９３

４，８３０

９８９，３９３

１，４７８，８５９

３，０５５

９，４５８

６，４０３

１，４９７，９０７

３８９，９７１

７１，９０３

４６，６３８

３，１３１，１２２

２３７，５０８

△４，７７０

2,986,225

１０，６３９

９４，１１７

５５５，０１１

２７，６０９

１５，４８０

２７，２６８

6,248,315

２，１４４，８２９

９，４９８

１，０９３，８９８

２，２８９，１７８

４，０３８，７３０

３，８９８，１０５

３，３５０，０００

△１１５，４６５

9,234,541
4,832,450

５０１，９３５

△28,014
△２８，０１４

３２６，２００

１４０，６２５

４６，１６９

4,402,091

4,860,464
６１１，０００
３２６，２００

１９２，４５３

１，４９０
2,512,812

２１６，０４６

７，５８７

１９，５８３
１３，５２５
１８，１２２
２００，５６０
８，７５８

1,889,279

３４０，８８６

－

－

長 期 未 払 金

その他資本剰余金

平成２３年３月３１日現在平成２４年３月３１日現在 平成２３年３月３１日現在平成２４年３月３１日現在

－

6,259,574

２，５５５，２６５

７，５００

２，８４２，１８２

５５５，４９４

１４，９４７

３０，２７８

２８，０００

１４１，５３３

７４，３３７

１４，２３３

△４，１９８

2,849,270

１，４９０，８４１

３７１，００３

７６，５９０

５５，３４３

９８７，９０３

１０，５５０

７，４９５

３，０５５

１，３４７，８７７

３４１，５００

１４５，７１４

３，００７

８４１，２５４

１６，３９９

9,108,844

1,976,472
１，０８７，７４６
４１０，１１８
１８６，３５７
３０，０１７
４，６９５
３９，６６５
１６５，４８６
８，３２９
４４，０５６

2,238,717
１，８１４，２４５
１９５，９９９
２２１，３１０
７，１６２

4,215,190

4,920,809
６１１，０００
３３２，５１５
３２６，２００
６，３１５

４，０６４，８２２
１４０，６２５

３，９２４，１９７
４９，８２９

３，４７０，０００
４０４，３６７
△８７，５２９
△27,154
△２７，１５４
4,893,654
9,108,844



（単位：千円）

科 目

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

完 成 工 事 総 利 益

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 高

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当 期 純 利 益
法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税、住民税及び事業税

受 取 地 代 家 賃

そ の 他

■損益計算書

そ の 他

そ の 他

当 期 前 期

受 取 利 息 及 び 配 当 金

固 定 資 産 売 却 益

－　１７　－

保 険 返 戻 金

投 資 有 価 証 券 売 却 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

平成２２年４月１日から
平成２３年３月３１日まで

平成２３年４月１日から
平成２４年３月３１日まで

退 職 給 付 制 度 改 定 損

１４，４１８

５，９６０

３，２７２

１，４０４

６８１

４２９

１，０４０

５１，４１３

１，０７６

12,511,775

10,970,343

1,541,432
1,210,593
330,838
52,570

3,272

380,137
2,515

53,530

329,121
41,000
97,257
190,864

－

１５，３７４

１６，８１７

－

－

－

－

－

－

11,899,135

10,387,758

1,511,376
1,207,056
304,320
38,585

１４，８４５
１６，３６３

７，３７６

3,029
３，０２９

339,877
25,404
２５，４０４

41,509
１９

１０，９５６

３０，５３２

323,772
44,500
185,896
93,375



■ （ ）株主資本等変動計算書

－　１８　－

平成２３年４月１日から
平成２４年３月３１日まで

（単位：千円）

純資産
資本金 合 計

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

業年度中の変動額（純額）
株主資本以外の項目の事

自己株式の取得

当 期 純 利 益

剰 余 金 の 配 当

（注）　その他利益剰余金の内訳

－ － －

評価差額金
その他有価証券

評価・換算差額等

－

平成２３年４月１日残高

平成２４年３月３１日残高

自己株式の処分

株式交換による増加

株主資本合計自己株式
資 本 剰 余 金

資本準備金 利益準備金 その他利益剰余金その他資本剰余金

３２６，２００６１１，０００ １４０，６２５

１４０，６２５３２６，２００６１１，０００ －

６，３１５

６，３１５

６，３１５

３，８９８，１０５

△６７，２８３

９３，３７５

２６，０９２

３，９２４，１９７

△１１５，４６５

△４８４

２８，４２１

２７，９３６

△８７，５２９

４，８６０，４６４

△６７，２８３

９３，３７５

△４８４

２８，４２１

６，３１５

６０，３４４

４，９２０，８０９

△２８，０１４

８６０

８６０

△２７，１５４

４，８３２，４５０

△６７，２８３

９３，３７５

△４８４

２８，４２１

６，３１５

８６０

６１，２０４

４，８９３，６５４

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

圧縮積立金
固定資産 別途積立金 剰 余 金

繰越利益 合 計

別途積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

当 期 純 利 益

剰 余 金 の 配 当

－

－

平成２３年４月１日残高

平成２４年３月３１日残高

４６，１６９

３，６６０

４９，８２９

３，３５０，０００

１２０，０００

１２０，０００

３，４７０，０００

５０１，９３５

△６７，２８３

９３，３７５

△１２０，０００

△９７，５６８

４０４，３６７

３，８９８，１０５

△６７，２８３

９３，３７５

２６，０９２

３，９２４，１９７

固定資産圧縮積立金の積立 ３，９０９ △３，９０９ －

２４８△２４８



－　１９　－

個別注記表

ております。

ります。

期末要支給額を計上しております。

算定しております。）　

おります。

建物及び構築物　　　７～５０年
機械装置及び運搬具　２～　７年

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

②　その他有価証券

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
・時価のあるもの　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法　（評価差額は全部

・時価のないもの　　　　移動平均法による原価法
③　たな卸資産
・未成工事支出金　　　　個別法による原価法

①　有形固定資産　　　　　　定率法によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物　（建物附属

②　無形固定資産

支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。
②　賞与引当金　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の

③　完成工事補償引当金　　　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度
の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上し

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
④　退職給付引当金　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数　（１０年）　による按分額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

以内の一定の年数　（１０年）　による按分額を費用処理してお
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

⑤　役員退職慰労引当金　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、会社内規に基づく

・材料貯蔵品　　　　　　先入先出法による原価法　（貸借対照表価額は収益性の低下

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

①　貸倒引当金　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

に基づく簿価切下げの方法によっております。）

設備を除く）　は定額法によっております。

準を適用しております。
りは原価比例法による）を、その他については工事完成基
られる工事については工事進行基準（工事の進捗度の見積
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め

（追加情報）

出年金制度へ移行しました。この移行に伴い、「退職給付制
度間の移行等に関する会計処理」　（企業会計基準適用指針第
１号　平成１４年１月３１日）　を適用しております。

しております。
本移行に伴う影響額は、特別損失として３０，５３２千円を計上

適格退職年金制度を廃止し、退職給付制度の一部を確定拠

　（　）３　引当金の計上基準

　（　）２　固定資産の減価償却の方法

　（　）１　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

　（　）４　収益及び費用の計上基準

当社は、平成２３年１０月１日付で退職給付制度の改定を行い、

・自社利用のソフトウェア　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって



－　２０　－

（単位：千円）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（当事業年度）

原因別内訳
繰延税金資産
賞与引当金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
その他有価証券評価差額金
その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額

２．貸借対照表に関する注記

３．損益計算書に関する注記

①　営業取引による取引高

４．株主資本等変動計算書に関する注記

５．税効果会計に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　（　）２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
１，５０７，８６３千円

１０，９７７千円

　（　）１
　（　）２　関係会社との取引
　工事進行基準による完成工事高 ２，９５３，４７０千円

　（　）３　研究開発費の総額 ４３，３０５千円

　（　）１　有形固定資産の減価償却累計額

短期金銭債権
短期金銭債務

売上高
仕入高

②　営業取引以外の取引による取引高

（平成２４年３月３１日）

６２，５５３
７７４，１１０
７２，３０５
１４，８８０

９４２，９３９

△２７，３４７
△２７，３４７
９１５，５９１

（法人税率の変更等による影響に関する注記）

法律」　（平成２３年法律第１１４号）　及び　「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために

され、平成２４年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の
課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については３７．８％に、平成２７年４月
１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については３５．４％となります。この

する法定実効税率は従来の４０．５％から、平成２４年４月１日に開始する事業年度から平成２６年

必要な財源の確保に関する特別措置法」　（平成２３年法律第１１７号）　が平成２３年１２月２日に公布

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

７３，９４９千円
４６２，６３０千円

３，８６１千円
２，５６４，５２４千円

２２，７２３
９４６，５７３
△３，６３４

消費税等の会計処理 消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
　（　）５　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

普通株式

株式の種類 株 式 数 （株）
当事業年度期首
株 式 数 （株）

５５８，５８２ 　　１，８６１ １３７，３００ ４２３，１４３

当事業年度増加
株 式 数 （株）
当事業年度減少

株 式 数 （株）
当 事 業 年 度 末

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

社とする株式交換による減少１３７，３００株であります。
自己株式の数の減少は、金沢電話工事株式会社及びトヤマ電話工事株式会社を完全子会

税率変更により、繰延税金資産　（繰延税金負債の金額を控除した金額）　は９６，３１９千円減少し、
法人税等調整額は９４，１７５千円増加しております。



－　２１　－

名称 科目

工事未
払金・
未払金

所有

種 類

（単位：千円）

会社等の 取引金額

購入・修理
役員の兼任

車 両 の

取引の内容所有（被所
有 ）割 合

議決権等の 関連当事者
との関係

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）　車両の購入等については、市場の実勢価格をみて価格交渉のうえ決定しております。

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて
おります。

しておりません。

主要株主の近
親者が議決権
の過半数を所
有している会社

電通自動
車整備株
式会社

車両の購
入・修理

（注２）
（注１）

（注２）　当社の主要株主大西實枝の近親者が、議決権の６４．８％を保有しております。

７．１株当たり情報に関する注記

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

①　１株当たり純資産額　　　
②　１株当たり当期純利益　　　

期末残高

直接７．６％

科目

短期貸付金

長期貸付金
子 会 社

利息の受取

関連当事者
との関係

会社等の
名称

取引の内容 取引金額

（単位：千円）

運転資金の貸付資金の貸付
役員の兼任

富 山 土 木
株 式 会 社

有 ）割 合
所有（被所種 類
議決権等の

所有
直接４８．５％

取引金額、期末残高には消費税等は含まれておりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等

済としております。なお、担保は受け入れておりません。
（注）　資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。返済条件は元金均等返

６．関連当事者との取引に関する注記
　（　）１　子会社等

期末残高

　（　）２　役員及び個人主要株主等

３７，０００

１１３ －

２８，０００

６７，９７６ １６，１８１

５７２円６３銭
　１０円９４銭

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）
当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の

８．その他の注記

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」　（企業会計基準第２４号　平成２１年１２月４日）　及

第２４号　平成２１年１２月４日）　を適用しております。
び　「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」　（企業会計基準適用指針

　なお、「金融商品会計に関する実務指針」　（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１４

すが、前事業年度については遡及処理は行っておりません。
号）　に基づき、当事業年度の　「貸倒引当金戻入額」　は、「営業外収益」　に計上しておりま



役 員

－　２２　－

（注）本報告書中の記載金額、比率は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監 査 役

監 査 役

常 勤 監 査 役

取 締 役

取 締 役

小 田 　 修

川 原 秀 夫

大 島 千 秋

中 河 哲 秀

森 　 泰 夫

横 越 純 一

上 段 正 憲

寺 井 孝 美

代 表 取 締 役 社 長

取 締 役

取 締 役

澤 田 達 夫

川 面 正 雄

取 締 役

取 締 役

北 川 久 義

金 田 好 人

取 締 役 得 永 彦

b 木 利 正

角 木 完 太 郎

（平成２４年３月３１日現在）

（注）　監査役　b木利正、監査役　角木完太郎の両氏は、社外監査役であります。



－　２３　－

◇ 株 主 メ モ ◇

毎年３月３１日定時株主総会の議決権
期末配当 毎年３月３１日
中間配当
１，０００株

毎年９月３０日

毎年６月に開催いたします。

電子公告により行います。
ただし、やむを得ない事由によって電子公告による

http：／／www．hokuwa．co．jp／《当社ＨＰ》

信託銀行株式会社

三菱ＵＦ 信託銀行　大阪証券代行部

〔受付時間９：００～１７：００　（土、日、祝祭日、年末年始を除く）〕

株主名簿管理人／特別口座の口座管理機関　三菱ＵＦ
【郵便物送付先／各種お問合せ先】

Y

Y

公 告 方 法
単 元 株 式 数

定 時 株 主 総 会
基 準 日

事 業 年 度

公告ができない場合は日本経済新聞に掲載いたします。

〒５４１－８５０２　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

●各種事務に関するご照会　　電話　０１２０－０９４－７７７　（通話料無料）

ホームページ　http：／／www．tr．mufg．jp／daikou／

（ご注意）

原則、口座を開設されている口座管理機関　（証券会社等）　で承ること
となっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せくだ
さい。株式名簿管理人　（三菱ＵＦY信託銀行）　ではお取り扱いできま
せんのでご注意ください。

三菱ＵＦY信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別

なお、三菱ＵＦY信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

払いいたします。

　　１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、

　　２．特別口座に記録された株主に関する各種お手続きにつきましては、

　　３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦY信託銀行本支店でお支

口座の口座管理機関　（三菱ＵＦY信託銀行）　にお問合せください。

毎年４月１日から翌年３月３１日まで


